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はじめに

少子高齢化による人口減少の時代を目前に控え、長引く景気低迷の中、地方公共団

体においては多種多様化する行政ニーズへ対応するために、財政基盤の強化や地域に

ふさわしい分権型の社会を構築することが強く求められています。当町においては、

かねてより「益子町行政改革大綱」を策定し、行政のスリム化や事務事業の見直し等

を継続的に実施してきたところです。また、平成１６年１１月には、平成１７年～２

１年度を計画期間とした「益子町財政計画」を策定し、本町が単独で行政運営を続け

ていくための具体的な改革内容を明示したところです。

今回、国において「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」が

示され、地方公共団体においては特に重視して取り組むべき事項について、『集中改

革プラン』を策定することとされました。本町においては、これに先行して策定され

た「益子町財政計画」を集中改革プランと位置づけるとともに、財政計画における重

点項目である事務事業の見直しや定員管理の適正化等について、計画管理を行ってい

くこととします。

Ⅰ 事務事業の再編・整理、廃止・統合

事務事業の再編・整理等については、現行の各種事務について継続的に見直しを行

い、最小の経費で最大の効果をあげるよう、合理化と経費の節減に努めます。

また、各種事務事業の目的や期限を明確にし、多様化・高度化する行政ニーズや新

たな行政課題を的確に把握しながら、実施すべき施策の選択や重点化を図りながら、

行政の責任の範囲を見直し、行政関与の必要性や費用対効果などを十分に分析評価を

行うこととします。さらには、情報通信システムやネットワークの積極的な活用によ

り、行政情報の電子化と事務事業のシステム化にも努めます。

【具体的な取り組み事項】

①行政評価システム導入の検討

・事業の優先順位の明確化や行政コストの管理により、限られた財源を最大

限に利用するシステムを検討します。

②簡素で効率的な組織機構の見直し

・地方分権や権限移譲の状況を見極め、定員の抑制を図りながら効率的な職

員配置を行い、組織機構の見直しを図ります。

③各種審議会等の整理統合及び女性委員の積極登用の推進

・各種審議会等の開催状況や必置規制の緩和等を踏まえ、整理統合や簡素合

理化を検討するとともに、女性委員の積極的な登用を図ります。



- 2 -

④公共工事の総合的なコスト縮減

・公共工事の事業の縮減や期間延長を行うとともに、設計、発注、維持管理

等の各段階において、効率的かつ効果的な執行によりコスト縮減を図りま

す。

⑤ＯＡ化の推進

・情報通信システムやネットワークを積極的に活用し、事務処理の迅速化・

効率化を進め、行政サービスの向上を図ります。

⑥小学校の統廃合

・少子化が進む中、各学校の教育環境を踏まえ、関係者との合意のもと小学

校の統廃合を推進します。

⑦補助団体の活動内容等の評価・検証と補助金の効果的運用

・補助金本来の意義、必要性を再検討するとともに、補助団体の活動状況を

評価・検証しながら効果的な運用を図ります。

⑧窓口業務の延長

・町民サービスの向上や収納対策の向上を図るため、窓口業務の延長を引き

続き実施します。

Ⅱ 民間委託の推進

【公共施設の管理運営委託】

益子町の公共施設については、その管理運営について出資法人や公共的団体・民間

事業者に管理委託しているものを除き、警備、清掃等部分的な委託のほか直営管理に

よる施設が大半を占めている状況にあります。 平成１５年の地方自治法の改正によ

り定められた指定管理者制度については、当面、施設の管理を委託している施設につ

いて導入していくこととし、その他直営施設についても、随時管理のあり方について

の検証を行い、民間事業者等による指定管理者制度への移行の必要性について検討を

行っていくこととします。
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〔平成１７年度までの施設管理の状況〕

管 理 の 種 別 公 共 施 設 名

・陶芸メッセ・益子

出資法人・公共的団体 ・放課後児童クラブ施設

等への委託 ・地域資源総合管理施設（尾羽の里交遊館）

・老人デイサービスセンター（おあしす館）

・益子駅舎、七井駅舎 ・屋台パーク（３施設）

・福祉センター ・保健センター ・町営住宅

・農業集落排水処理施設（２施設）・浄化センター

・農村環境改善センター

直営による施設 ・総合営農指導拠点施設（あぐり館）

・フォレスト益子及び天体観測施設

・高舘山森林公園

・郷土文化維持保存施設（民具センター）

・中央公民館 ・町民会館 ・総合体育館

・勤労者体育館 ・南運動公園

〔１８年度以降指定管理者制度を導入する施設〕

分 類 公 共 施 設 名

・陶芸メッセ・益子

１８年度から指定管理 ・放課後児童クラブ施設

者制度を導入する施設 ・地域資源総合管理施設（尾羽の里交遊館）

・老人デイサービスセンター（おあしす館）

１9年度以降指定管理

者制度の導入を検討す ・フォレスト益子及び天体観測施設

る施設

【各種事務の委託に関する事項】

各種事務の委託にあたっては、費用対効果や効率性に留意しながら、町民サービス

の向上につながるものについて民間委託の推進を図っていくこととします。また、現

在委託している事務事業についても、状況を見極めながら対応可能な部分については

職員で実施していくこととします。
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〔これまでの取り組み状況〕

事 務 事 業 の 内 容

・砂利運搬（町道等砂利敷設）業務の民間委託

・学校給食配送業務の民間委託

・スクールバス運転業務の民間委託

〔今後民間委託化を検討する事項〕

委託形態 事 務 事 業 の 内 容

公有バス（福祉バス、公民館バス、すこやか号）の運転業務

民間への委託
について民間への委託を検討します。

学校給食調理業務について民間への委託（全面又は一部）を

検討します。

Ⅲ 定員管理

１ 過去５年間（平成１２年度～平成１６年度）の職員数の状況

年 度 平成11年度 平成12年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

前年度退職者 ８ ５ ４ ８ １

採 用 者 数 ３ ４ ６ ５ ３

職 員 数 １８０ １７５ １７４ １７６ １７３ １７５

２ 平成１７年度から平成２１年度までの定員管理の数値目標について

（１）数値目標の基本的な考え方

益子町の定員管理にあたっては、社会経済情勢を踏まえ、総職員数の抑制に

取り組むものとし、本プランにおいては平成１７年度から平成２２年４月１日

までの５年間で１４人（８．２％）程度の削減を目指します。

（２）数値目標の設定方法

定員管理の数値目標の達成にあたっては、退職者に対する新規採用者の抑制

を図ると同時に、今後町民ニーズの多様化や地方分権の進展に伴い、事務事業

の増加が見込まれる中、継続的に事務事業の整理・統合を行い、民間委託の推

進により職員の削減に取り組むこととします。また、町民サービスの観点から、

効率的な事務処理を行える組織・機構の改革や町民の利用しやすい組織編成の

構築に努めます。
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〔組織機構改革のこれまでの取り組み〕

年 度 改 革 の 内 容

・国保係と年金係の統合（国保年金係）

平成１５年度 ・環境衛生係を住民課へ所属替

・農業集落排水係の新設（都市計画課へ所属替）

・水道業務の企業団への統合による水道課の廃止

平成１６年度 ・生涯学習推進室の設置

・農林課・商工観光課の統合（産業観光課）

・建設課・都市計画課の統合（建設課）

・農政係・農業振興係の統合（農林係）

平成１７年度 ・商工係・観光係の統合（商工観光係）

・監理用地係・事業係の統合（土木係）

・公共下水道係・農集排係の統合（下水道係）

【２課４係の減】

（３）採用者・退職者の見込み

本プランにおける年度ごとの職員削減計画は次のとおりです。

年 度
前年度退職者

採用者数（ｂ） 職員数 増減数
数（ａ）

平成１６年度 １７５

平成１７年度 １０ ６ １７１ △４

平成１８年度 ８ ３ １６６ △５

平成１９年度 ４ １ １６３ △３

平成２０年度 ５ ２ １６０ △３

平成２１年度 ７ ３ １５６ △４

平成２２年度 ３ ４ １５７ １

※職員数は、各年度４月１日における職員数であり、教育長・派遣職員を含みます。

Ⅳ 給 与

職員の給与については、管理職手当の削減をはじめ扶養手当、住居手当、特殊勤務

手当など各種手当ての見直しや、退職時特別昇給の廃止等、必要な是正措置を講じて

きました。今後、給与構造の大幅な改定がなされる中、職員の給与については国の制

度や民間給与比較による人事院勧告を準拠するとともに、給与の総点検を行いながら

引き続き適正化を進めます。

〔これまでの取り組み状況〕

①管理職手当の削減（５０％）
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②税務事務職員の特殊勤務手当の不支給

③時間外勤務命令の徹底による時間外勤務手当の縮減

④出張時の日当廃止

Ⅴ 第三セクターの見直し

【真岡鐵道株式会社】

現在の真岡鐵道は、昭和６２年１０月に栃木県、沿線市町、金融機関、交通事業者

等の第三セクター方式による真岡鐵道株式会社として設立され、昭和６３年４月に営

業が開始されました。

近年、道路網の整備の進展等によりマイカーへの依存度が高まり、真岡鐵道の輸送

人員は減少傾向をたどっています。こうした状況から、真岡鐵道では『真岡鐵道再生

計画』を策定し、安全・安定輸送の確立と鉄道利用者の利便性の向上、活性化・再生

に取り組むこととしています。出資者である町としても、第３セクターの運営につい

て、逐次その状況の説明を求めながら点検を行い、積極的な情報公開に努めるととも

に、町民の理解を得ながら必要な支援を行います。

○持株状況《参考》

株 主 名 株 数 株 主 名 株 数

栃 木 県 １，１２０ 金 融 機 関 ６２０

沿 線 市 町 １，３４０ 交 通 機 関 ４０

益 子 町 １９０ 企 業 等 １，５１０

商 工 団 体 ７０

農 業 団 体 １１０ 合 計 ５，０００

【（財）益子町観光振興公社】

昭和６２年リーディングプロジェクト事業により「陶芸メッセ・益子」が整備され、

その経営母体として、平成５年に財団法人益子町観光振興公社が設立されました。当

財団への町の出資額は２億円であり、財団の基本金の概ね９５％を占めています。経

営にあたっては、職員の派遣等、必要な支援を行ってきましたが、今後は、指定管理

者制度を導入し、導入後その成果を検証することにより、さらなる経営経費の削減・

サービスの向上等を図っていくこととします。

Ⅵ 経費節減等の財政効果

【歳入関係】

益子町が自立を進めていくためには町民の理解と協力が必要不可欠です。歳出面で

の削減と併せて、歳入面においても使用料、手数料などの各種公共料金の見直しによ
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る応分の受益者負担や税率等の見直しにより、財源の確保を図ります。

〔具体的な取り組み項目〕

項 目 具 体 的 な 内 容 効果目標額

・法人町民税について均等割を制限税率に改

正します。

・入湯税を標準税率に改正します。

町税等の見直し ・都市計画区域の線引き及び都市計画税の新 ３，２９３万円

設を検討します。

・特別徴収の実施や窓口延長による収納体制

の強化により収納率の向上に努めます。

・保育料について４階層から７階層の負担額

負担金の見直し
について段階的な見直しを行います。

６，３６０万円
・基本健康診査負担金を無料から一部負担と

します。

・印鑑証明、住民票発行等各種窓口手数料に

使用料・手数料 ついて改正を行います。

の見直し ・公共下水道、農業集落排水使用料の改定を ７，３０７万円

行います。

・公民館等公共施設の使用料の改定を行いま

す。

【歳出関係】

歳出面については、職員数の削減や事務事業の継続的な見直し、経費削減に対する

職員の意識改革により行政コストの縮減に努めます。

（１）人件費の削減

職員給与については人事院勧告を準拠するとともに、町独自の削減策を実施し

ながら人件費の削減に努めます。

〔具体的な取り組み事項〕

区 分 具 体 的 な 内 容 効果目標額

・退職者の半数の職員採用や、早期退職者

の勧奨により１４人程度の削減を目標と

町 職 員 します。 ３３，０９０万円

・管理職手当の削減（５０％）を引き続き

実施します。
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町長等特別職 ・町４役の給与を１０％削減します。 １，８１８万円

町 議 会 議 員
・報酬額の１０％を削減します。 ４，１１４万円

・議員定数を削減します。

各 種 委 員 ・報酬額を２０％程度削減します。 ３，２９３万円

そ の 他 ・出張時の日当廃止を継続します。

（２）物件費・補助費の削減

消耗品費や光熱水費等の物件費について執行の仕方をより一層工夫し、２０％

の削減に努力します。委託を行っている業務についても、職員で対応が可能なも

のについては職員自らが行い、経費の削減に努めます。

補助金等については、行政関与の必要性も含めて補助制度のあり方を抜本的に

改め、補助金本来の意義、必要性を再検討するとともに、補助団体の事業活動内

容など、評価・検証し、補助金の効果的な運用に努めます。

また、負担金については芳賀地区広域行政事務組合で行っている事業の見直し

による負担金の削減や、町民との連携によるゴミの資源化及び減量化を進め、芳

賀郡中部環境衛生事務組合への負担金を削減します。

（３）投資的経費の削減

普通建設費については、事業の縮減及び期間延長を行い平成１８年度で１０％、

さらに１９年度から２０％の削減、総枠で２５％の削減を図ります。また、公共

工事の計画から設計、発注、施工、維持・管理の各段階において、効率かつ効果

的な事業執行を図り、コストの縮減に努めます。

なお、当面の間、原則として新規事業は実施しないこととします。

Ⅶ 行政の情報化の推進と行政サービスの向上

情報通信システムやネットワークを積極的に活用し、情報のセキュリティに十分配

慮しながら、行政情報の電子化とその総合的利用、事務事業のシステム化に取り組み

ます。また、開かれた町政を目指し行政情報を積極的に公開するとともに、町民の視

点に立ち必要な情報を提供する体制をつくります。

〔広報・ホームページ等の活用〕

①予算、決算、バランスシートなどの財政情報の公表

②定員・給与等の状況の公表

③人事行政運営等の状況の公表

④身近な行政情報のホームページへの掲載



- 9 -

Ⅷ 地方公営企業の経営の健全化

当町における地方公営企業は、平成１５年度に水道事業が芳賀中部上水道企業団に

統合されたことに伴い、「公共下水道事業」と「農業集落排水事業」の２事業であり、

それぞれ特別会計により運営を行っています。

これら、地方公営企業においても、会計独立の原則に基づき、経費の節減、経営の

合理化及び使用料の見直しを図っていくこととします。工事の施工や維持管理等にお

いて、総合的なコスト縮減を行い、使用料については、平成１８年度から引き上げに

よる歳入の確保に努めます。

なお、定員管理の適正化については、前掲Ⅲの「職員削減計画」の中で包括的に管

理していくこととします。


